
参考様式第１-27 号（規則第８条第 26 号関係）                 （日本産業規格Ａ列４） 

Ｄ・Ｅ・Ｆ（規則第 10条第２項第３号ホに適合することを証する書面） 

 
同 種 業 務 従 事 経 験 等 説 明 書 

（団体監理型技能実習） 

 

 受け入れようとする技能実習生（候補者を含む。）に関し、下記の事項について説明します。 
 

記  
 
①技能実習生の氏名 
※ 複数名について記載す

る場合には適宜欄を追加す

ること。記載しきれない場

合には、別紙に記載するこ

とも可とし、当欄には「別

紙のとおり」と記載するこ

と。 

ローマ字 TEI HEIOTU 

漢字  

ローマ字  

漢字  

ローマ字  

漢字  

②証明内容 

Ａ ☐ 本邦において従事しようとする業務と同種の業務に外国において従事した
経験を有する場合 

   → 技能実習生が所属している機関がある場合にあっては外国の所属機関によ
る証明書（参考様式第 1-28 号）を添付（Ｂによる証明の場合は添付不要） 

→ 個人農業者や家族経営の事業に従事していた者等については、地方政府、
業界団体等による証明書（参考様式第 1-28 号）を添付（Ｂによる証明の場合
は添付不要） 

Ｂ ■ 団体監理型技能実習に従事することを必要とする特別な事情がある場合 

 ａ ☐ 申請者又は監理団体と送出国との間の技術協力上特に必要があると認め
られる場合 

   → 申請者又は監理団体と送出国の公的機関との間の技術協力上の必要性を
立証する資料を添付 

 ｂ ■ 教育機関において、同種の業務に関連する教育課程を修了している場合
（修了見込みの場合も含む。） 

   → 教育機関の概要を明らかにする書面（同種の業務に関連する分野の教育
を行っていることが分かる書類に限る。）を添付（参考様式第 1-33 号） 

   → 技能実習生が当該教育機関において関連する教育課程を修了したことを
証明する書面（修了見込みの証明も含む。）を添付 

→ 実習生が教育機関に在籍したまま技能実習を行う場合は、教育機関と申
請者や監理団体及び外国の送出機関との間において締結された協定書の写
し又は協定内容証明書（参考様式第 1-32 号）を添付 

 ｃ ☐ 申請者が当該技能実習を行わせる必要性を具体的に説明でき、かつ、技
能実習生が当該技能実習を本邦で行うために必要な最低限の訓練を受けて
いる場合 

   → 技能実習生に当該技能実習を行う必要性について具体的に記載させた理
由書（技能実習を行わせる理由書（参考様式第 1-22 号））を添付 

   → ２か月以上の期間かつ 320 時間以上の課程を有し、そのうち１か月以上
の期間かつ 160 時間以上の課程が本邦での円滑な技能等の修得等に資する
知識の科目（規則第 10条第２項第７号ロ(4)）に充てられた入国前講習実
施（予定）表（参考様式第 1-29 号）又はこれに相当する訓練の実施（予
定）表を添付（参考様式第 1-34 号） 

※ 複数名について記載する場合には適宜欄を追加すること。記載しきれない場合には別紙に記載することも可とし、当欄には「別紙のとおり」

と記載すること。         


